
 

福島県水素エネルギー普及拡大事業 

（燃料電池バス導入モデル事業） 

補助金実施要領 

 

「福島県水素エネルギー普及拡大事業（燃料電池バス導入モデル事業）補助金」（以

下、「導入モデル事業」という。）については、福島県水素エネルギー普及拡大事業（燃

料電池バス導入モデル事業）補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）、福島県補

助金等の交付等に関する規則（昭和４５年福島県規則第１０７号）に定めるもののほか、

この要領に定めるところにより適正な実施を図るものとする。 

 

（目的） 

第１条 県は、水素エネルギーの普及拡大を通し、将来における水素社会の実現につな

げるため、燃料電池バスを県内に導入する法人（以下「補助事業者」という。）に対

して支援を行う。 

 

（国補助金の特定） 

第２条 交付要綱別表２及び別表３にいう「国が実施する燃料電池バス導入に係る補助

金」（以下、「国による補助金」という。）とは、環境省による「二酸化炭素排出抑制対

策事業費等補助金（脱炭素社会構築に向けた再エネ等由来水素活用推進事業）」の補助

事業者が実施する「二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水素社会実現に向けた

産業車両等における燃料電池化促進事業）」をいう。 

 

（補助金交付申請） 

第３条 交付要綱第７条に基づき導入モデル事業の補助金の交付を希望する者は、交付

要綱様式第１号に、次に掲げる書類を添えて提出するものとする。ただし、リース事

業者が補助事業者となる場合は、燃料電池バスの使用者に係る第４号から第６号に定

める書類を含めるものとする。 

一 事業計画書（交付要綱様式第１号の別紙１） 

二 収支予算書（交付要綱様式第１号の別紙２） 

三 貸与料金の算定根拠明細書（交付要綱様式第１号の別紙３）（リース事業者が補助

事業者となる場合に限る。） 

四 暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書（交付要綱様式第

１号の別紙４） 

五 補助事業者の登記簿謄本又は現在事項（又は履歴事項）全部証明書 

六 補助事業者の直近２か年分の財務諸表等、財務状況が確認できるもの 

七 導入する燃料電池バスの本体価格等が分かる見積書の写し 

八 導入する燃料電池バスの性能が分かる仕様書、カタログ等の写し 

九 国による補助金の交付申請書類一式の写し 

十 国による補助金の交付決定の事実が分かる通知の写し（本申請時点で未決定の場

合は決定後速やかに通知の写しを提出すること） 

十一 その他知事が必要と認める書類 

 



 

（補助金交付決定） 

第４条 前条に基づき補助金の交付申請があったもののうち、交付要綱第６条に定める

要件を満たした補助対象事業について、次に掲げる採択要件に基づき、交付要綱様式

第１号等の審査を行い、適切と認められるときは、交付要綱様式第１号等に基づき予

算の範囲内で補助金の交付決定を行う。 

一 燃料電池バスの導入計画が適切である。 

 二 燃料電池バスの導入後における路線バス運行計画が適切である。 

三 水素モビリティをはじめ、本県における水素エネルギーの利用拡大につながるも

のである。 

 

（事業着手） 

第５条 補助事業者による事業の着手は、県の補助金交付決定通知の日以降に行うもの

とし、当該通知前に着手した事業に係る経費については補助対象外とする。 

 

（補助金交付の条件） 

第６条 交付要綱第８条第１項第２号にいう「事業の主要な部分に重要な影響を及ぼさ

ない変更」とは、次に掲げる以外のものをいう。 

一 事業主体の変更 

二 事業の中止又は廃止 

三 事業計画の変更 

ア 運行を予定するバス路線の大幅な計画変更 

 

（実績報告） 

第７条 補助事業者が交付要綱第１２条に基づく実績報告を行う場合は、交付要綱様式

第５号に、次に掲げる書類を添えて提出するものとする。 

一 事業実施結果書（交付要綱様式第５号の別紙１） 

二 収支決算書（交付要綱様式第５号の別紙２） 

三 自動車検査証の写し 

四 納車が行われた事実を把握できる書類 

五 経費の使途及び目的が明確に把握できる証拠書類 

六 国による補助金の交付額が分かる確定通知の写し（本報告時点で未通知の場合は

通知後速やかに確定通知の写しを提出すること） 

七 その他知事が必要と認める書類 

 

（関係書類の提出先） 

第８条 導入モデル事業の実施に係る補助金交付申請書等の関係書類の提出先は、県企

画調整部エネルギー課とする。 

 

（その他） 

第９条 導入モデル事業の実施につき運用上の疑義が生じた場合は、その都度県と補助

事業者が協議し、互いに円滑な運用に努めるものとする。 

 



 

 附 則 

１ この要領は、令和元年６月１１日から施行する。 

 

 附 則 

１ この要領は、令和２年７月１６日から施行する。 

 

附 則 

１ この要領は、令和４年６月２９日から施行する。 


